
 

「防災（地震）に関する意識調査」結果の概要について 

 

１ 調査目的 

 県民の防災対策の実施状況、警戒宣言発令前後の対応行動や地震発生時の行動など、

地震に対する関心や意識、要望等を調査し、県民の意識の実態や経年的変化を把握し

て今後の地震対策を検討する上での基礎資料とする。 

 

２ 調査項目 

⑴ 東海・東南海地震について     ⑸ 地域の防災体制について 

⑵ 避難場所について         ⑹ 災害時のボランティア活動について 

⑶ 大規模地震災害への備えについて  ⑺ 帰宅困難者問題について(新規項目） 

⑷ 住まいの地震対策について     ⑻ 県・市町村の地震対策について 

 

３ 調査対象等 

⑴ 調査対象 愛知県内に居住する 20 歳以上の男女 5,000 人 

⑵ 抽出方法 層化二段無作為抽出法 

⑶ 調査方法 郵送法  

⑷ 調査時期 平成 18 年 1 月 17 日～31 日（15 日間） 

  

４ 調査結果 

 ⑴ 回収状況     回答者 １，９６８人  回収率 ３９．４％ 

     

 ⑵ 結果概要 

     前回の調査結果（平成１６年１月実施）に比べると、東海・東南海地震への関心度で

   ３．１ポイント上昇し、９５，２％と高いものの、食料・飲料水の備蓄や家具類の固定、

   住まいの地震対策などについては、まだ取り組みが高いとは言えない状況であることか

   ら、今後も、家庭の防災対策の推進や県民の防災意識の高揚を図るための防災啓発に、

   引き続き取組んでいく必要があります。 

 

  (参 考） 

項         目 今回 前回

東海・東南海地震への関心度 非常にある、多少ある 95.2% 92.1%

非常用食料の準備 ３日以上備蓄している 27.3% 21.3%

飲料水の準備 ３日以上備蓄している 26.7% 22.6%

住まいの地震対策 建物に不安があるが何もしていない 59.0% 63.4%

家具類の固定    大部分固定、一部固定 43.2% 31.0%

  



 

＜ 主 な 意 識 調 査 結 果 ＞ 

 

  ① 東海・東南海地震について 

  ○ ９割以上の人が東海地震や東南海地震に「関心がある」としています。 

    「非常に関心がある」は５３．２％  （４７．９％） 

       「少し関心がある」は４２．０％   （４４．２％） 

  ○ ４割の人が、居住地で想定される震度や被害について「どちらも知らない」として

います。 

    「両方知っている」は１７．８％   （１９．６％） 

     「震度のみ知っている」は３１．３％ （３３．０％） 

     「被害のみ知っている」は1０.０％   （１２．８％） 

       

   ② 避難場所について 
     前回調査に比べ、指定避難場所の認知度は上昇しています。 
     指定避難場所を知っている人は８３．３％ （８１．６％） 

 
  ③ 大規模地震災害への備えについて 
  ○ 非常用の食料と飲料水を「３日分以上」準備している人はそれぞれ３割弱でした。 

     食料を「３日分以上」準備している人は２７．３％ （２１．３％） 

         「用意していない」人は３８．７％     （４５．０％） 

          飲料水を「３日分以上」準備している人は２６.７％  （２２．６％） 

          「用意していない」人は２９．１％    （３７．４％） 

    ○ ６割以上の人が「携帯ラジオや懐中電灯、医薬品」などを準備しています。  

     「携帯ラジオや懐中電灯、医薬品」の準備は６５.２％ （５９．８％） 

      「避難場所や避難経路」の確認は３７．９％      （３４．３％） 

 
   ④ 住まいの地震対策について  
  ○ 住まいの地震対策について、６割の人は「地震に対して不安はあるが、特に何も 

   していない」と答えています。 

     「建物に不安はあるが、特に何もしていない」は５９．０％  （６３．４％） 

      「建物は安全と思うので、特に何もしていない」は２６．３％ （２４．６％） 

○ 昭和５６年５月以前に着工した木造住宅をお持ちの方のうち「無料耐震診断」を受

けていない人が８割以上います。 
  「無料耐震診断を受けた」は１２.３％ 

「無料耐震診断を受けていない」は８０.５％ 

  



 

○ ４割強の人は、地震に備えて家具や冷蔵庫・テレビなどを固定していますが、５割 

の人はしていません。 

   「固定していない」は５１．３％   （６６．３％） 

    「一部固定している」は３４．７％  （２７．７％） 

    「大部分を固定している」は８．５％ （３．３％） 

 

⑤ 地域の防災体制について 
○ 普段から「困ったときには助け合える」「互いに訪問しあう」付き合いをしている割

合は、少なくなっています。 
困ったときは助け合える ２５.５％   （２８．８％） 

互いに訪問しあう     ４.４％   （５．８％） 

立ち話ぐらいはする   ２９.３％    （３０．６％） 

○ ６割の人が、地域の自主防災活動に「参加したことがない」と答えています。 
 「自主防災組織を知っているが参加したことがない」人は２０.１％（１７．９％） 

 「自主防災組織があることを知らない」人は４０.３％      （４１．９％） 
 
⑥ 災害時のボランティア活動について 
    ７割の人が、災害が発生したときのボランティア活動に参加したいと答えています。 
     「積極的に参加したい」は９.４％    （１３．４％） 

「条件があえば参加したい」は6２.４％  （６８．４％） 

 
⑦ 帰宅困難者問題について 

外出中に「東海地震注意情報が出た場合」半数以上の人が、すぐに帰宅すると回答し

ています。 
 
⑧ 県や市町村、ライフライン事業者に望む地震対策について 

７割強の人が「食料・飲料水・医薬品の備蓄」、５割強の人が「電気・ガス・水道な 

どライフラインの早期復旧及び復旧情報」、４割の人が「災害救助体制の充実」を望んでい

ます。 

 

＊ （ ）書きの数値は、１５年度意識調査の数値。 


